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１．ネイチャーポジティブ経済移行戦略の策定を巡る動向 

 産業企業情報 No.2022-211（2023 年１月 30 日発行）のとおり、2022 年 12 月 19 日に、生物多様

性分野の「パリ協定」と言える「昆明・モントリオール生物多様性枠組み」が採択された。また、

わが国では、2023 年３月 31 日に、「生物多様性国家戦略 2023-2030」が閣議決定されている2。 

 「「脱炭素」との両輪（あるいは次）」と言われる生物多様性では、「生物多様性国家戦略 2023-

2030」で 2030 年に向けた目標として掲げられた「ネイチャーポジティブ（自然再興）の実現」がキ

ーワードとなる。環境省は、ネイチャーポジティブの実現のためには経済の改革が不可欠という考

えの下、2022 年３月 18日に、「ネイチャーポジティブ経済研究会3」（以下、「ＮＰ研究会」という。）

を設置し、2023 年度中の「ネイチャーポジティブ経済移行戦略（仮称）」の策定に向けて議論を進

めている（図表１）。 

 第２回ＮＰ研究会（2022 年７月 19 日開催）において、世界経済フォーラム（ＷＥＦ）によるグ

ローバルの「ネイチャーポジティブ移行が進む場合の経済効果」をベースに日本版のインパクト推

計を進める方針が提示された。第３回ＮＰ研究会（2022 年 11 月 24 日開催）では、「日本における

自然資本の損失／損失回復によるインパクト」、「日本におけるネイチャーポジティブ移行による経

済効果」についての推計結果が提示され、結果の捉え方や結果を踏まえて出せるメッセージ等につ

いて議論された。そして、第４回ＮＰ研究会（2023 年３月６日開催）では、「日本におけるネイチ
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 「「脱炭素」との両輪（あるいは次）」と言われる生物多様性では、「生物多様性国家戦略 2023-

2030」で 2030 年に向けた目標として掲げられた「ネイチャーポジティブ（自然再興）の実現」

がキーワードとなる。環境省は、ネイチャーポジティブの実現のためには経済の改革が不可欠と

いう考えの下、2022 年３月 18 日に、「ネイチャーポジティブ経済研究会」を設置し、2023 年度

中の「ネイチャーポジティブ経済移行戦略（仮称）」の策定に向けて議論を進めている。 

 第４回ネイチャーポジティブ経済研究会で示された日本の 2030 年におけるネイチャーポジティ

ブを巡るビジネス機会額は、最大 104 兆円であり、直近のＧＤＰ成長率の約５～６年分に匹敵す

る。 

 2023 年度中に策定が予定されている「ネイチャーポジティブ経済移行戦略（仮称）」では、国際

的な動向を踏まえつつ、生物多様性の回復をわが国の経済成長につなげていくことが期待され

ているといえよう。 
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ャーポジティブ移行による経済効果」における二次効果（波及効果・雇用効果）の推計結果等が提

示された。 

 以下では、第４回ＮＰ研究会で示された推計結果について紹介する。 

（図表１）ネイチャーポジティブ経済研究会の議論の流れ 

 

（出所）第４回ネイチャーポジティブ経済研究会資料 

２．ネイチャーポジティブを巡る経済効果への期待 

 ＮＰ研究会は、世界経済フォーラムが 2020 年に公表した推計値4をベースに、わが国の 2030 年に

おけるネイチャーポジティブを巡るビジネス機会額を算出した（図表２）。 

（図表２）わが国におけるネイチャーポジティブ経済への移行に伴うビジネス機会の増加額 

    （2020 年－2030 年） 

 

（出所）第４回ネイチャーポジティブ経済研究会資料 

 これによると、ビジネス機会の増加額は、最大 104 兆円であり、直近のＧＤＰ成長率の約５～６

年分に匹敵する。内訳は、食料・土地・海洋の利用で約 36兆円、インフラ・建設環境システムで約

32 兆円、エネルギー・採掘活動で約 36 兆円である。また、産業連関分析の実施による追加的な推

計によると、経済的波及効果は約 125 兆円であり、雇用効果は約 930 万人に上った。ネイチャーポ

                         
4 10 兆米ドル規模のビジネス機会と３億 9,500 万人の雇用創出が期待できると試算されている。詳細は、世界経済
フォーラムホームページ（https://jp.weforum.org/press/2020/07/jp-395-million-new-jobs-by-2030-if-businesses-
prioritize-nature-says-world-economic-forum-70e68b9adf/）を参照 
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ジティブ経済への移行に伴うビジネスモデルの変化によって推計値は変動するものの、大きなビジ

ネス機会の創出が期待されている。さらに、ビジネス機会の増加額のうち約 76％がカーボンニュー

トラル（脱炭素）やサーキュラーエコノミー（循環経済）に強く関連していることが示されている

ことから、企業活動においては一体的な推進が合理的といえよう。 

３．ネイチャーポジティブを巡るビジネス機会の獲得に向けて 

 世界経済フォーラムの推計によると、グローバルで約 1,372 兆円規模のビジネス機会を創出する

ために、年間で約 368 兆円の投資が必要であることが示されている（図表３）。また、ビジネス機

会の増加額が投資額の何倍になるかをみると、食料・土地・海洋の利用で約４倍、インフラ・建設

環境システムで約２倍、エネルギー・採掘活動に至っては約８倍と推計されており、大きな費用対

効果が期待されている。 

（図表３）ネイチャーポジティブ経済への移行に伴うコスト 

 

（出所）第４回ネイチャーポジティブ経済研究会資料（一部加工） 

 昆明・モントリオール生物多様性枠組みでは、有害な補助金等を年間約 68 兆円以上削減するこ

と、国内・国際資金を年間約 27 兆円以上増加させること等が示されている。2023 年度中に策定が

予定されている「ネイチャーポジティブ経済移行戦略（仮称）」では、国際的な動向を踏まえつつ、

生物多様性の回復をわが国の経済成長につなげていくことが期待されているといえよう。 
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